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資料：各漁協業務報告書

３ 漁協が抱える問題点

（１）組合員数の減少

○ 正組合員数は、高齢化と後継者不足により、今後も減少すると予測

○ 正組合員数が50人未満の組合は33.3％（１組合では正組合員数が30人未満）で、今後法定

解散も懸念

（２）職員数の減少

○ 平成28年度末時点で職員数が２人以下の組合は47.6％で、職員がいない組合も存在

○ 経営の合理化により職員数は減少し、良質なサービスの供給が困難

（３）施設の老朽化

○ 県内漁協の市場や事務所の多くで老朽化が進行

○ 施設改修には多額の費用を要するため、財務基盤の脆弱な小規模漁協では困難

（４）経営基盤の強化

○ 自己資本額が出資金額以下の組合は23.8％（３組合では自己資本額が赤字）

○ 全体の７割以上が事業利益で赤字を計上しており、全体の２割近くが当期利益で赤字を計上

○ 販売取扱高に占める宝石さんごの取扱高は平成28年度末時点で29.8％

○ 経営の合理化等による経営基盤の強化が急務

表10 本県沿海地区漁協が抱える課題 （単位：組合、市場）

資料：各漁協業務報告書、県資料

注１ 市場の築年数は、県の補助金関連の資料から推定したもの（築年数が不明な市場あり）

注２ 市場の数は、漁協が開設者となっている市場のみを計数

H24 H25 H26 H27 H28

事 業 外 収 支 117 ▲42 327 51 122

高 知 県 漁 協 65 100 166 5 114

す く も 湾 漁 協 ▲43 ▲9 ▲13 ▲92 ▲10

そ の 他 漁 協 95 ▲133 174 138 18

当 期 利 益 99 ▲89 337 222 97

高 知 県 漁 協 25 46 164 149 133

す く も 湾 漁 協 ▲7 10 8 ▲37 31

そ の 他 漁 協 81 ▲145 165 110 ▲67

H24 H25 H26 H27 H28

正組合員数が50人未満の組合数 4／22 6／22 6／22 8／21 7／21

職員数が２人以下の組合数 7／22 8／22 9／22 9／21 10／21

整備後30年以上経過した市場数 19／38 19／38 21／36 19／33 19／34

繰越欠損金を有する組合数 11／22 11／22 10／22 11／21 8／21

事 業 利 益 が 赤 字 の 組 合 数 13／22 16／22 15／22 13／21 15／21

当 期 利 益 が 赤 字 の 組 合 数 6／22 7／22 3／22 8／21 4／21
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２ 将来予測

（１）漁業生産及び漁業経営体数

○ 平成 17 年の本県の漁業生産を 100 とすると、平成 28 年までの 11 年間で、生産量は

36.4 ポイント、生産額は 30.6 ポイント減少

○ 一方、単価は、平成 17 年から 9.2 ポイント増加

○ 平成 25年の漁業経営体数は、平成５年から 1,952 減少しており、このままの傾向で

減少が続くと、平成 35年には 1,500 を切る可能性

○ 生産額、生産量は、このままの状態が続けば、漁業経営体の減少とも相まって、緩や

かに減少していくものと予測

図２ 漁業生産の推移（養殖を除く） 資料：農林水産統計

図３ 漁業経営体数の推移と将来予測 資料：漁業センサス

ｙ = -475.3x + 4619.7
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